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５　労働経済情勢
第28表　労働経済に関する指標

	　
	25年度
	26年度
	平成26年４月
	５月
	６月

	賃金・労働時間
	
	きまって支給する　給与
	金額（千円）
	299.3
	301.1
	304.0
	301.9
	302.1

	
	大　阪　府
	
	前年同月比(%)
	△1.2
	0.6
	0.2
	0.8
	0.6

	
	調査産業計
	
	うち　　　　　　　所定内給与
	金額（千円）
	277.3
	278.2
	278.9
	278.4
	279.4

	
	(地方調査)
	
	
	前年同月比(%)
	△1.2
	0.3
	△ 0.2
	0.4
	0.1

	
	
	総実労働時間
	時間数（時間）
	146.4
	147.0
	152.8
	146.6
	151.3

	
	
	
	うち　　　　　　所定外労働時間
	時間数（時間）
	11.8
	12.6
	13.4
	13.0
	12.4

	（厚生労働省毎月勤労統計調査）
	
	きまって支給する　給与
	金額（千円）
	289.2
	291.5
	294.9
	290.8
	291.9

	
	全　　　国
	
	前年同月比(%)
	△0.3
	0.8
	0.1
	0.2
	0.3

	
	調査産業計
	
	うち　　　　　　所定内給与
	金額（千円）
	264.6
	266.0
	268.3
	265.7
	266.9

	
	(全国調査)
	
	
	前年同月比(%)
	△0.5
	0.5
	△0.4
	△0.1
	0.1

	
	
	総実労働時間
	時間数（時間）
	149.3
	149.0
	153.5
	147.5
	152.9

	
	
	
	うち　　　　　　所定外労働時間
	時間数（時間）
	12.4
	12.8
	13.4
	12.5
	12.4

	消
費
	
	大　阪　市
	金額（千円）
	301.7
	285.8
	294.2
	269.0
	271.8

	
	消 費 支 出
	
	前年同月比(%)
	0.3
	△5.3
	△ 9.2
	△ 21.3
	1.9

	
	（勤労者世帯）
	全　　　国
	金額（千円）
	322.0
	315.3
	330.0
	293.1
	295.7

	
	(総務省統計局家計調査)
	
	前年同月比(%)
	1.6
	△2.1
	△ 3.1
	△ 4.8
	△ 0.3

	物
価
	消費者物価指数
	大　阪　市
	前年同月比(%)
	0.9
	2.6
	3.4
	3.3
	3.1

	
	（総務省統計局）
	全　　　国
	前年同月比(%)
	0.9
	2.9
	3.4
	3.7
	3.6

	
	国内企業物価指数

（日本銀行）
	全　　　国
	前年同月比(%)
	1.9
	2.8
	4.2
	4.4
	4.5

	雇
用
	常　　用　　雇　　用　　指　　数　　　　　　　　　　　　　（毎月勤労統計調査「地方調査」）
	前年同月比(%)
	0.5
	1.4
	0.3
	1.5
	1.7

	
	有　　効　　求　　人　　倍　　率　　　　　　　　　　　　　（厚生労働省大阪労働局）
	倍率（倍）
	1.01
	1.12
	1.09
	1.10
	1.11

	生
産
	鉱工業生産指数　　　　　　　　　　　　　（経済産業省）
	前年同月比(%)
	3.2
	△0.4
	3.7
	1.0
	3.2

	
	製造工業労働生産性指数　　　　　　　　（日本生産性本部）
	前年同月比(%)
	3.7
	△0.1
	5.1
	1.2
	3.3

	(注)　１　「賃金・労働時間」は、平成27年1月に調査事業所の抽出替えが実施され、増減率が過去に遡って改訂されている。このため、前年同月比欄は、実数で計算した値と一致しない場合がある。
２　「賃金・労働時間」「常用雇用指数」は、事業所規模30人以上の数値である。また、25年度、26年度の欄は、それぞれ25暦年、26暦年の数値である。
３　「消費支出」は、「勤労者世帯　農林漁家世帯を含む」の数値である。


	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	平成27年
１月
	２月
	３月
	４月
	５月

	301.6
	300.5
	300.8
	304.2
	301.5
	301.8
	297.6
	299.6
	301.9
	304.7
	301.5

	1.1
	0.6
	1.3
	1.6
	1.0
	1.1
	0.8
	1.0
	0.9
	0.8
	0.4

	279.2
	278.7
	279.4
	281.4
	278.6
	278.5
	272.5
	274.5
	276.8
	278.2
	276.3

	0.8
	0.5
	1.0
	1.8
	1.1
	1.1
	△ 0.1
	0.2
	0.2
	0.2
	△ 0.2

	153.9
	144.4
	145.8
	151.2
	146.8
	145.5
	138.1
	144.3
	148.1
	153.9
	141.3

	12.6
	11.4
	12.1
	12.7
	12.5
	13.2
	12.4
	12.6
	13.2
	13.1
	12.4

	291.9
	290.7
	291.7
	292.9
	292.4
	292.9
	286.0
	285.6
	288.2
	292.5
	286.8

	0.6
	0.2
	0.5
	0.2
	0.1
	0.4
	0.6
	0.2
	0.2
	0.5
	0.0

	266.6
	266.2
	267.3
	267.2
	266.2
	266.5
	260.8
	260.5
	262.9
	266.5
	262.6

	0.3
	0.1
	0.4
	0.1
	△0.1
	0.4
	0.5
	0.2
	0.4
	0.6
	0.3

	155.6
	145.2
	148.2
	153.7
	149.1
	147.9
	141.4
	145.4
	150.4
	155.8
	143.0

	12.6
	12.0
	12.4
	12.8
	13.0
	13.4
	12.7
	12.8
	13.3
	13.4
	12.5

	251.2
	301.7
	297.7
	284.5
	266.8
	303.8
	309.6
	260.0
	319.1
	271.1
	266.3

	△ 28.4
	7.7
	10.4
	△ 0.2
	△ 6.6
	9.0
	△ 1.2
	△ 15.3
	0.4
	△ 7.9
	△ 1.0

	311.7
	305.8
	303.6
	316.2
	306.2
	357.8
	320.7
	291.4
	352.0
	334.3
	317.3

	0.4
	△ 2.2
	△ 3.7
	△ 0.1
	1.7
	△ 0.2
	△ 1.6
	△ 1.1
	△ 8.5
	1.3
	8.3

	2.9
	2.7
	2.9
	2.2
	2.0
	1.8
	2.1
	2.1
	2.2
	0.9
	0.7

	3.4
	3.3
	3.2
	2.9
	2.4
	2.4
	2.4
	2.2
	2.3
	0.6
	0.5

	4.4
	4.0
	3.6
	2.9
	2.6
	1.8
	0.3
	0.4
	0.7
	△2.1
	△2.2

	1.9
	1.8
	1.8
	1.9
	2.1
	2.0
	2.1
	2.5
	2.2
	2.7
	1.8

	1.12
	1.13
	1.10
	1.11
	1.12
	1.14
	1.15
	1.15
	1.14
	1.17
	1.20

	△0.5
	△3.0
	1.0
	△0.5
	△3.7
	△0.1
	△2.6
	△2.0
	△1.7
	0.1
	△3.9

	△1.4
	△1.0
	1.6
	△1.4
	△1.2
	1.5
	△2.3
	△2.0
	△2.9
	△2.4
	△1.8


　
　４　「消費者物価指数」「国内企業物価指数」「常用雇用指数」「鉱工業生産指数」「製造工業労働生産性指数」は平成22年基準の数値である。
５　有効求人倍率は、季節調整値である。
　６　△は、マイナス値であることを示している。
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